
（平成27年6月作成）

事務事業シート（実施計画事前基礎シート）
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５．今後の方向性（担当室による内部評価）

６．事務事業の取組に関係する主な市の計画具体的な見直し内容・検討内容、継続の理由

該当しない

平日以外あるいは、時間外での電話催告を実施すべきと考える。

地域づくり組織、市民活動団体等との連携･協働は図れないか

４．担当室による事務事業の点検 （*点検等による成果向上や見直しが困難な事業(法令等による義務的経費、災害復旧等緊急事業など)は点検対象外）

 【選択肢】
　 継続（改善）、継続（現行）、継続（拡大）、継続（縮小）、統合検討、休止検討、廃止検討、事業完了（予定含む）

継続（拡大）

前年度同様に、電話催告と平行して行っている催告事務に必要な財
産調査等を強化したため、架電に係るマンパワ－をシフトした結果、実
績が減少となった。しかし、現年度分収納における架電の結果は、収
納率の向上に結びついていると考える。

点検項目 内容（施策達成への貢献内容、連携･協働の実践･検討内容）

市税等の現年度分を中心に督促状の送付後に電話催告を実施し、
納税失念の防止に貢献している。

事業内容や取組成果は、総合計画の施策達成に貢献しているか

Ｂ（いずれかの施策指標達成に貢献又は基本方針達成に貢献）

滞納者の減少には有効な事務であることから、今後も事務効率よく
収納率を向上させるため、対象債権を拡大し、引き続き実施する。

考察（H.26年度の取組評価、課題） 今後の対応方針（課題解決への取組、工夫・改善の内容）

事業目的（めざす効果）

  当該事業の電話案内は、滞納抑止業務で高額滞納
に陥ることのないよう水際で喰いとめ、納税義務を果た
してもらうことを伝える。当該事業で収納担当職員が本
来の徴収や差押業務に専念できる効果も期待できる。

事業内容

H.30年度(事業計画)

  市税及び税外収入の未納者、滞納者に対し電話で納
付案内を行い、収納率の向上と滞納抑止につなげるこ
とで、負担の公平性確保とともに、財源を確保すること
を目的とする。

H.28年度(事業計画) H.29年度(事業計画)

税財源等の確保

３．総合計画の目標達成に向けた主な事業の実績・計画

重点施策コード

H.26年度（事業量・取組実績） H.27年度（事業量・取組計画）

(H.27)No.

滞納金電話催告事業費

総
合
計
画

政 策 新しい時代を拓く自立と協働による地域経営

基本政策 持続可能な市政運営

施 策

1024

市民部 収納室 山口　敦司

事務事業名

担当部局名

1024 (H.26)No.

事業コード 029003会計区分

一般会計

総務費

総務管理費

持続可能な財政運営

小 施 策

担当室名 室長名

363千円 260千円 260千円 260千円

主な事業の
実績・計画

・催告対象：市税、国保税、
　　介護保険料、
　　後期高齢者医療保険料
・架電実績： 723件
　　介護　　　　　75件
　　後期高齢　224件
　　市税　　　  424件

・催告対象：市税、国保税、
　　介護保険料、
　　後期高齢者医療保険料
・予定架電対象：2,000件

H.27年度(作成時予算額)H.26年度（決算見込）

①直接事業費

（小事業名）

債権管理費 滞納金電話催告事業費

H.30年度(計画予算)H.29年度(計画予算)H.28年度(計画予算)

①+②総事業費

0.32人

544千円 544千円

内
訳

(

千
円

)

国･県支出金

その他（　　　）

地方債

一般財源 (0)

0.00人 0.00人

260363 260 260 260

804千円

0.26人

(0千円) 442千円 544千円

0.32人

804千円(0千円) 805千円 804千円 804千円

（中事業名）※予算書事業名

収納強化対策費

人
工
数

②概算人件費 544千円

0.00人 0.00人 0.00人

0.32人 0.32人臨時職員等

職員

同左 同左 同左

260千円


